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1. はじめに

国土地理院は，水管理・国土保全局，内閣府と協力して，平成 26 年度から災害時等に役立つ防災アプリケ

ーション（以下「防災アプリ」という．）の普及に取り組んでいる．この取組は，国等で保有する防災に役立

つ地理空間情報のオープンデータ化に向け，より「利用しやすい」データの提供方法を検討し，防災に関す

る地理空間情報（以下「防災地理空間情報」という．）の更なる活用を推進することを目指している． 

平成 28 年度は，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨をはじめとした水災害が近年多発していることから，国

土交通省が提供している「地点別浸水シミュレーション検索システム（浸水ナビ）」データ等を効果的に活 

用した洪水ハザードマップをテーマに防災アプリの公募を行った． 

応募のあった防災アプリの中から防災アプリ審査委員会（以下「審査委員会」という．）において選定さ

れた防災アプリを使用して一般ユーザーを対象とした試用調査を実施し，提供情報の活用効果や使いやすさ

等についての利用者ニーズを把握するなど，防災地理空間情報の活用と防災アプリの開発・普及促進のため

の取組を実施したので報告する． 

2. 実施内容

2.1 実施目的

本取組は，防災地理空間情報の活用促進に向けて，防災アプリの公募を通じて，どのようなデータを提供

するとどのようなサービスを実現できるかを調査すると共に，防災アプリの開発・普及を促進し，多くの国

民が避難行動等に必要な防災地理空間情報を容易に入手し利用できる環境を整備することを目的としている． 

平成 26 年，27 年の 2 ヵ年の取組において，防災地理空間情報及び防災アプリの機能に関する一般的なニ

ーズは概ね把握することができた．本年度は，公開を予定している実際のデータ等を防災アプリの開発に利

用してもらうことにより，どのような活用効果が示されるかを検証した．

2.2 防災アプリの公募

公募にあたり，応募の要件等について記載した募集要項を作成し，6 月 17 日に報道発表を行い公募を開始

した． 応募できる防災アプリはタブレット端末，スマートフォンで動作するものとし，Web アプリ，Android 

アプリ，iOS アプリのいずれかとした．また，防災アプリの開発にあたっては，国土交通省から提供する防

災地理空間情報を効果的に使用し，開発者が創意工夫したものとし，地点別浸水シミュレーション検索シス

テム（浸水ナビ）のデータや API を利用することを求めた．ただし，応募者自らの創意工夫により，その他

のデータを利用することも可能とした．公募の期間は，6 月 17 日～7 月 20 日までとし，19 の開発者からの

応募があった．なお，応募者の最終的なアプリの提出期限は 10 月 31 日とした．
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2.3 機能の優れた防災アプリの選定 

11 月 30 日に学識経験者等による審査委員会において，応募者から提出のあった 11 件の防災アプリを対象

に，水害対策や防災学習での有用性等についての審査を実施した． 

 審査の結果，本取組において特に優れた機能を持つと評価された 1 件を平成 28 年度防災アプリ大賞とし 

て選定したほか，優れた機能を持つ防災アプリと評価された 4 件について防災アプリ賞として選定した． 

なお，審査委員会で選定された 5 件の防災アプリ（図-1）については，同日に表彰を行った．  

2.4 試用調査 

提供した防災地理空間情報の活用効果や使いやすさ等についての検証を目的として，選定された 5 件の防

災アプリを使用した試用調査（アプリの機能等の検証及びニーズ調査）を実施した． 

調査は，一般ユーザー32 名（一般市民，茨城県職員）の協力を得て，平成 29 年１月 23 日～2 月 3 日の期

間で実施した．  

2.5 普及促進の取組 

選定された防災アプリは，12 月 8 日に報道発表を行い，国土地理院の「防災アプリケーションの公募の取

組」のホームページで紹介した他，国土交通省展示コーナーでのパネル展示並びに国土地理院「地図と測量

の科学館」における動画上映及びパネル展示等を行った．なお，開発した防災アプリについては，水害ハザ

ードマップに関する応募アプリとして一般公開を推奨し，防災アプリの普及等を図ることとした． 

 

3. 取組において得られた知見等 

3.1 提供データ・API に関する開発者ニーズ 

提供した防災地理空間情報等について開発者へのニーズ調査を実施した．調査の結果，開発者から寄せら

れた主な意見，要望等を以下に記す． 

・浸水シミュレーションデータ整備範囲の拡充と国，県管理の河川データを網羅しての提供 

・洪水最短浸水開始時間取得に対応する破堤点 ID 及び破堤点名の取得 API の提供 

・破堤点ごとのシミュレーションを動的に表示する API の提供 

・ハイドログラフ取得における破堤前データの提供 

・ユーザーが情報の信頼性やどの程度の降雨での浸水想定かを判断するため，浸水シミュレーションの想

定降水量や破堤点の設定根拠等の明示が必要 

・データがない範囲は，「データの整備ができていない」のか，「リスクがないと判断してよい」のかの明

示が必要 

・Web サービスでの展開を考えると，コールバック関数を指定できる JSONP 形式で値を返す API を要望 

・重ねるハザードマップで公開されている情報の利用 

・エリアで過去に起きた災害の規模，起因の条件について取得できる API があれば有用 

・水位観測所の緯度経度，現在水位，避難判断水位などの情報を JSON，XML 形式などの API で公開 

・鮮明な淡色地図画像の提供，全ズームレベルでのベクトルタイルの提供 

・利用者の生活レベルの中で地理空間情報がどのように役立つかの伝達 

・防災に関する情報のオープンデータ化の議論(標準化)やより開かれた情報の公開 

3.2 選定アプリの機能等に関する利用者ニーズ 

 試用調査を通して行った利用者へのアンケート調査では，シンプルな操作性や情報提供エリアの拡充等の

面で課題が残ったが，災害対策や防災教育への活用の面では，「防災意識向上のための学習ツールに活用で
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きる」「浸水域の予測が確認でき平常時から災害に備えた準備意識への向上に繋がる」など，有用であるとの

意見が多くあげられた． 

以下，試用調査において実施したアンケート調査において利用者から寄せられた主な意見や感想を記す． 

3.2.1 水害対策や防災教育などへの有用性 

・防災訓練に使用できる，アプリを活用して事前にシミュレートすることは非常に重要 

・周辺の浸水想定区域図を確認できる機能は有用 

・地域での防災マップづくりに使える可能性がある 

・アプリの対応エリアが全国に対応すれば大いに利用できる 

・自分の住むエリアを仮定して，防災意識向上や学習ツールとして使用できる 

3.2.2 使いやすく，わかりやすい防災アプリにするための改善点 

・テーマを特定した募集は，焦点が絞られる，その時々の政策課題に対応したテーマが分かりやすい 

・多くの人が使えるようにするため，インストールの手軽さが重要 

・シンプルな操作で必要な情報がわかると良い，誰もが使いこなしやすい作りであったほうが良い 

・高齢者や目の不自由な人向けに音声読み上げ機能の充実 

・アプリの対応エリアの全国化，表示範囲をより細部まで確認できればより良くなる 

・地図が 3D 又は，鳥瞰図等でリアルに見られるともっと使える 

3.2.3 その他の意見 

・誰もが情報端末を容易に持ち歩けることを活かしたスマホアプリは有益 

・災害時に通信回線の状態やアクセス数等で，使用できるか不安 

・まだ開発途中な印象 

・今回のアプリとその他のアプリとの比較をしてみないとわからない 

3.2.4 国土地理院の取組への期待等 

・日頃から防災意識を高め，有事の際に一人でも犠牲が少なくなる取組につなげてほしい 

・取組をきっかけに，実際に世に出せるアプリが生まれることに期待 

・汎用性が有り，誰にでも直感的に使える無料のアプリにしてほしい 

・自治体と協力して，地域にあった情報を充実させてほしい 

・防災アプリ普及の取組をもっと PR する工夫が必要 

・教育用・緊急時の避難用など，主な用途がわかる様々なアプリを紹介してほしい 

・災害時に自分がいる場所の危険をリアルタイムで知ることができたら便利 

・防災アプリの開発者を支援するためにも，素材となる情報のオープンデータ化に期待 

 

4. まとめ 

本年度の取組では，応募テーマを「地点別浸水シミュレーション検索システム（浸水ナビ）」データ等を利

用した洪水ハザードマップに限定し，提供情報の防災アプリへの活用効果を検証したが，選定アプリを使った

試用調査においても，水害対策や防災学習における有用性の面で一定の活用効果が示されたと考える． 

今後は，「利用しやすい」形でのオープンデータ化に向けた検討をより一層進め，有用な防災アプリの開

発・普及を促進することにより，防災地理空間情報の活用の好循環につなげて参りたい． 
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注）防災アプリ賞の掲載順番は、応募順 

図-1 委員会で選定された 5 つの防災アプリ 

 

 

 

○ 防災アプリ大賞 ハザードチェッカー 

 
兵庫県立大学大学院 

応用情報科学研究科 

有馬研究室 

地域防災マップ作成 
支援システム 

GIS 大縮尺空間データ 

官民共有化推進協議会 

支援グループ 

登山・防災用 GPS オフライン 
マップアプリ：Sky Walking 

DEEP KICK. com 本多 郁 

防災教育ガイドアプリ 
-ココだけタイムライン-  

玉野総合コンサルタント株式会社 

goo 防災アプリ 2016 

 
NTT レゾナント 株式会社 

○ 防災アプリ賞 
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地球観測衛星データの受信・取得，処理・解析（第 4 年次） 
 

 

実施期間 平成 25 年度～平成 30 年度 

応用地理部環境地理課 笹川 啓   安喰 靖 

小西 博美 

 

1. はじめに 

国土地理院は，平成 25 年 8 月に東海大学と共同研究協定を締結し，地球観測衛星データの処理・解

析に関する研究を行っている．従来は，地球観測衛星データを用いた NDVI 等の植生に関する研究を

主に行っていたが，平成 28 年 2 月に共同研究協定の変更協定を締結し，共同研究期間及び研究目的

について，以下のような変更を行った． 

1) 共同研究の期間を平成 31 年 3 月まで延長 

2) 研究目的を「土地被覆の変化を把握して電子国土基本図の植生界更新等に資することを目的と

する」から「土地被覆等の変化を把握して，国土の現況把握及び迅速な災害対応に資することを

目的とする」に変更 

 この変更により，平成 28 年度の本研究では以下の取り組みを実施した．これらの詳細を次章以降に

述べる． 

① 地理院地図におけるランドサットモザイク画像の更新 

② 台風 10 号における被災前のランドサット画像の公開 

③ 西之島モニタリング 

 

2. 地理院地図におけるランドサットモザイク画像の更新 

 本研究では，平成 26 年度に全国ランドサットモザイク画像の初期整備を実施し，平成 27 年 5 月に

地理院地図での公開を行っていた．初期整備時は，ランドサットの解像度 30m/pix のマルチスペクト

ル画像から地理院地図に掲載するタイル画像を作成したため，地理院地図上では日本全国を実質的に

最大ズームレベル 12 で公開していた．今回の更新では，72 シーンの最新で雲の少ない解像度 15m/pix

のパンクロマティック画像及び解像度 30m/pix のマルチ画像の両方から，解像度 15m/pix のパンシャ

ープン画像を作成したことで，実質的に最大ズームレベル 13 で日本全国を公開できるようになった． 

 表-1 に更新前後で使用したランドサット画像の諸元の違いを，図-1 に地理院地図で公開された更新

前後の全国ランドサットモザイク画像を示す．  

 

表-1 全国ランドサットモザイク画像の更新前と更新後の諸元の違い等 

 
地上解像度 

使用した画像の観測日 最大ズームレベル 

(実質※2) 最古画像 最新画像 

更新前 30m/pix(ﾏﾙﾁｽﾍﾟｸﾄﾙ) 2010 月 8 月※1 2014 年 11 月 12 

更新後 15m/pix(ﾊﾟﾝｼｬｰﾌﾟﾝ) 2013 年 6 月 2016 年 7 月 13 

※1：LANDSAT8 号画像では良質なシーンが皆無だったため、特定シーンで LANDSAT5 号画像を使用  

※2：公開されているズームレベルは 15 までであるが、地理院地図タイル画像上（関東周辺）での地

上解像度がランドサット画像の地上解像度を超えない最大のズームレベルを記載 
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図-1 更新前のランドサットモザイク画像（ZL12）と更新後のランドサットモザイク画像（ZL13） 

 

3. 台風 10 号における被災前のランドサット画像の公開 

 平成 28 年 8 月末に北海道南富良野町や岩手県岩泉町に大きな被害を与えた台風 10 号については，

地理院地図上で上記地域の直近に撮影された被災前の空中写真が無かったことから，平成 28 年 8 月

に観測された被災前のランドサット画像を地理院地図上で公開した． 

 

4. 西之島モニタリング 

 本研究では，平成 25 年 11 月に当時の西之島近辺の海底火山噴火以降，ランドサット画像による西

之島モニタリングを継続してきた．今年度は，平成 28 年 6 月 23 日に雲の無い画像が観測できたこと

からこの画像を国土地理院ホームページ及び地理院地図から公開を行った．  

 西之島については，平成 28 年 8 月に気象庁から噴火警報の縮小及び，火山現象に関する海上警報

が解除されたことに伴って，ランドサット画像による西之島モニタリングは一時休止することとした

が，再度火山活動が活発化した際に，再び西之島モニタリングを行う予定である． 

 

5. まとめ 

 今年度の本研究では，東海大学との共同研究の枠組みを利用して，地理院地図の画像コンテンツで

ある全国ランドサットモザイク画像の更新，台風 10 号での被災前ランドサット画像の公開，西之島モ

ニタリングを実施した． 

 なお，全国ランドサット画像については各シーン境界で色調等のギャップがあるため，シームレス

にモザイク可能とするような色調整やモザイク手法について来年度に検討を行い，次期ランドサット

モザイク画像の更新のための改善手法の準備を行う予定である． 

 

参考文献 

三谷麻衣，鵜生川太郎（2014）：Landsat8 号等の地球観測データの処理・解析，応用地理部技術ノート，

32，1-12． 
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地球地図プロジェクト完了に係る ISCGM 事務局の取組 
 

 

実施期間 平成 28 年度 

応用地理部環境地理課 

 

応用地理部企画課 

企画部国際課 

 

植田 摩耶  安喰 靖 

笹川 啓   宗包 晃子 

永山 透 

藤村 英範  野尻 琢也 

川崎 成人 

 

1. はじめに 

地球地図プロジェクトは，持続可能な開発・環境保全・災害の緩和に役立てることを目的に，地球

規模の地理空間情報である地球地図を，世界各国・地域の地理空間情報当局（National Geospatial 

Information Authority: NGIA）が協働して整備する国際プロジェクトである．1996 年に始まった本プロ

ジェクトは，2017 年 3 月に完了するまでの間，世界 184 の国と地域の NGIA が参加し，国土地理院

は，日本の NGIA として参加するだけでなく，地球地図国際運営委員会（International Steering Committee 

for Global Mapping: ISCGM）の事務局を一貫して務め，各国 NGIA とのネットワーク構築，地図作成

技術向上のための支援，データ利活用促進など，プロジェクトの中心的役割を果たした． 

 

2. プロジェクト完了の背景 

地球地図プロジェクトは，国際的なデジタル地図整備の先駆けであり，ISCGM は，地球地図整備を

通じて各国 NGIA 同士のネットワークを構築するとともに，デジタル地図作成技術の底上げを図って

きた．その結果，122 ヶ国・地域の承認に基づく信頼性の高い地球地図データを整備し，ユーザに提

供することができた．また ISCGM は，地理空間情報の重要性について国連持続可能な開発会議や，

国連世界防災会議等の各種国連決議文書へ盛り込む働きかけを行うなど，地球地図を含む地理空間情

報の流通・利活用を促進する活動によって，世界の地理空間情報コミュニティの発展に大きく寄与し

てきた．ISCGM を含む地理空間情報関係機関による取組の成果として，地理空間情報の活用の重要性

に対する国際社会の認識が高まり，2011 年に国連経済社会理事会の下に「地球規模の地理空間情報管

理に関する国連専門家委員会（UN-GGIM）」が設置され，地理空間情報に関する多様な課題を政府間

レベルで議論できる場が立ち上がった． 

全球陸域面積の約 2/3 の地球地図データの公開の実現と，国際社会における地理空間情報の重要性

の認知度の高まり，それに加えて ISCGM がこれまでに培った各国間のネットワークや知見に基づく

取組が UN-GGIM の活動に引き継がれる結果となったことから，ISCGM はその使命を達成したとさ

れ，2016 年 8 月の第 23 回 ISCGM 会合を最後に地球地図プロジェクトの終了を決定した． 

 

3. プロジェクト完了に係る ISCGM 事務局の取組 

3.1 国連へのデータ移管に関する各国の承諾確認 

プロジェクト完了に際し，これまでに整備された地球地図データについて，UN-GGIM の事務局を

務める国連地理空間情報課（UNGIS）に移管することが ISCGM 事務局から国連へ提案され，UNGIS

はこれを歓迎した．地球地図データは，非商用利用については従来から無償で利用可能であるが，デ
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ータ移管後国連の様々な活動に利用される際に，他データと統合しクレジット表記無しで利用できる

ようにするためには，それぞれのデータの著作権を所有している各国 NGIA から承諾を得なくてはな

らない．そのため ISCGM のチュン委員長から各国 NGIA へ，国連へのデータ移管プランについてと，

そのプランに賛同するかどうかの確認のレターを 2016 年 2 月に発送した．その結果，ISCGM 最終会

合までに 77 ヶ国・地域（参加国の約 43％）から賛同の回答が得られた． 

 

3.2 地球地図データの国連地理空間情報課への移管の合意 

2016 年 8 月 2 日，米国ニューヨークにて第 23 回 ISCGM 会合を

開催した．ここで，本会合を ISCGM の最終会合とすることが全会

一致で決議され，地球地図プロジェクトが完了することが決定し

た．続いてチュン委員長と UNGIS のオム課長により地球地図デー

タ移管についての文書の署名が行われる（写真-1）と共に，両者か

ら全球規模の地理空間情報の利活用に対する今後の展望が語られ

た．また，ISCGM 事務局長から地球地図プロジェクトの振り返り

と事務局閉鎖までの予定について発表があり，プロジェクト参加各

国からも約 20 年に渡る ISCGM の活動に感謝と敬意の念を表する

スピーチが行われた． 

 

3.3 プロジェクト完了についての情報発信 

最終会合後 ISCGM 事務局は，各方面における関係者に対し，ニューズレター，ウェブサイト，メー

ルおよび直接説明に赴くなどしてプロジェクトの完了についての説明を行った．また，第 23 回 ISCGM

会合で決定した内容に基づく地球地図データ移管プランについて改めて照会し，賛同を求めるレター

を各国 NGIA へ発送した．結果，初回の打診とあわせて 79 ヶ国・地域から賛同の回答を得た． 

 

3.4 プロジェクトの成果の整理 

ISCGM のウェブサイトを 2016 年 12 月に閉鎖した．閉鎖に伴い，これまで ISCGM ウェブサイトか

ら公開していたコンテンツについて利用者のアクセシビリティを保持するため，地球地図データおよ

びデータに関する情報については情報共有サイトの一つである GitHub へ，ハザードマップポータル

内のコンテンツについては UN-GGIM の情報共有サイト“Knowledge Base”へ投稿した．全球版の地

球地図データについては，千葉大学，国土地理院及び GitHub のウェブサイトからも公開することとし

た．また，地球地図プロジェクトの 20 年間に渡る活動や成果をとりまとめた「地球地図プロジェクト

20 年誌」を作成し，国内外におけるプロジェクトの各関係者へ配布した． 

 

4. まとめ 

今年度をもって地球地図プロジェクトが完了し，ISCGM 事務局もその使命を終えたが，地球地図に

関する問合せ対応と，iscgm.org のドメイン保持の業務については残ることになる．また事務局を務め

た経験は，今後の国土地理院の国際事業や様々な局面において確実に生かされていくと思われる． 
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写真-1 地球地図データ移管に 

   ついての文書へ署名 
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